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生協における温暖化対策の取り組み

２０１3年３月４日
日本生活協同組合連合会

２０１２年度厚生労働省　フォローアップ会議

2008～2012年度の商品供給高一億円当りCO2排出量（注）を2002年度比4％
削減する。

目標

※CO2排出係数に0.378を使用し、基準年度と計画期間で固定して使用
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係数別集計結果一覧
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使用した係数

○電事連受電端調整前後係数：2011年度実績を2012年の計画に当てはめ
ました。

2002年度 2005年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

環境省Ｇ 0.378 0.378 0.378 0.378 0.378 0.378 0.378

電事連調整前 0.404 0.423 0.444 0.412 0.413 0.51 0.51

電事連調整後 0.404 0.423 0.373 0.351 0.35 0.476 0.476
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2010年度供給高１億円あたり
ＣＯ２排出量の特徴

１．係数0.378

CO2排出総量70.7万ﾄﾝ（2002年度比98.3％）、供給高
2.48兆円（2002年度比106.2％）⇒28.5トン（2002年度
比92.5％）

２．電事連平均調整前（使用端）

CO2排出総量88.1万ﾄﾝ（2002年度比117.2％）、供給高
2.44兆円（2002年度比106.6％）⇒35.6トン（2002年度
比110.3％）

３．電事連平均調整後（使用端）

CO2排出総量83.6万ﾄﾝ（2002年度比111.2％）、供給高
2.44兆円（2002年度比106.6％）⇒33.8トン（2002年度
比108.7％）
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＜参考：CO2排出量の要因分析　係数0.378使用＞

―――-1.2　ＣＯ2排出量の増減

98.3％70.7　　　　　　　 2011年度

104.0％74.8　　　　　　　 2010年度

100.0％71.9基準年度（2002年度）

基準年度比
ＣＯ2排出量
［万t-ＣＯ2］

①自主行動計画策定によるCO2排出削減・省エネ強化機運の向上。

　計画策定生協数（2004年度23生協→2011年度58生協＋7事業連合）

②3.11以降の節電・省エネの積極的推進。省エネ設備機器導入や省エネの運用管
理の強化の効果

③店舗のスクラップアンドビルド、生産・物流センターの閉鎖や外部委託化

④京都クレジットやグリーン電力証書によるカーボンオフセット

減少の理由

①事業量の増加（2002→2011年度で、供給高が106.2％増加）

②宅配事業における冷凍蓄冷剤導入や委託していた生産工場の自前化。

③共同購入・個配は配達の増加

増加の理由

　2002年度に対して2011年度のＣＯ2排出は約1.2万ｔｰＣＯ２削減。東日本大震災以降東北電力・東京電力
管内の生協で積極的な節電・省エネが進んだことで、2011年度のCO2排出量は2010年度から約3.1万トン削
減されました。
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2008-2012年度供給高１億円あたり
ＣＯ２排出量計画の特徴

　係数を環境省ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝを固定して使用した場合（エネルギー使用量ベース）、
2011年度のCO2排出総量は、東日本大震災以降の節電･省エネの取組みによって、電
力使用量が大きく削減されぼその結果2010年度に比較してCO2排出量が約4.1万㌧削
減されました。特徴的な取組みとして単なるデマンドカットやピークシフトの取組み
ではなく、使用総量を削減しながらピークカットも行うという方法をとりました。
　一方、この間の火力発電の稼動増による電事連の平均係数が大きき上昇したことで
CO2排出総量は大きく増加しました。2012年度計画（係数0.378）は27.3トンで、
前年実施した節電対策や運用改善レベルを維持しながら、省エネを推進する必要があ
ります。
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今後の施策

１．東日本大震災以降の節電、省エネレベルを極力維持しなが
ら、運用改善を一層の促進し、合わせて、省エネ改修を実施
する。

２．エコストアコンセプトの更新。

　　新店（売場面積４５０坪）の年間電力使用量を100万キロワッ
ト未満に。改装店も対象。

３．ポスト新長期規制適合車両の走行実験

　オイル性状の変化の検証。

４．再エネ電源の「開発」・「拡大」・「使用」

　ＦＩＴを活用した太陽光パネル設置、需要家PPSの事業性評価
　と実施可能性検討。その他再エネ電源開発の可能性検討。
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＜参考：2011年度のフォローアップの指摘への対応＞

１．生協への指摘内容（報告書より抜粋）
（１）2008年度～2012年度平均で目標達成するには、残り二年度の平均で2002年度比6%以
上の削減を達成する必要があるため、さらなる対策の強化が求められる。
（２）全国の店舗を流通業の団体と同様の指標で分析を行い、同業他社との比較を可能と
している点は非常に重要であり、評価できる。このような分析を活用して、来年度以降の
取り組みが進捗することを期待する
（３）「エコストア・コンセプト」による省エネ効果の検証で、従来型の店舗と比べて
20%以上のCO2排出量の削減効果が確認されている。今後、この検証結果を踏まえて、より
効果的な対策が推進されることを期待する。
（４）2008年度～2010年度の結果を踏まえて、残りの年度に具体的にどのような施策に取
り組めば、目標を達成できるかの分析があれば良いと考えられる。
（５）目標の達成のためには、商品供給高（売上高）の増減にかかわらずCO2総排出量を
下げていく取り組みが必要であるため、会員生協の相互間で好事例を共有し、取り組みが
進んでいない生協へ活動が普及することを期待する。
（６）各都道府県の中で商品供給高の大きい生協のほとんどが自主行動計画を策定してお
り、商品供給高は地域生協の中での策定生協の割合は90％を超えている。今後も、地域に
密着した事業者として、CO2排出量削減への国民機運の向上に資する意味においても、さ
らに参加生協数を増加させることを期待する。
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＜参考：2011年度のフォローアップの指摘への対応＞

２．指摘を受けて実施してきたこと
（１）2012年度は京都議定書の第1約束期間の最終年度であり、目標達成と2013年からの
総量削減計画を念頭において対策を強化することを会員生協に提起しました。
（２）自主行動計画に参加している全生協の店舗エネルギー使用量を集約し、規模別の効
率を算出して会員生協への情報提供と注意喚起を行いました。
（３）売場面積450坪の新店で年間電力使用量が100万kWhを下回るための対策（既存店舗
でも活用可能）作りを進めました。
（４）「環境事業研究・交流会」や「温暖化対策推進トップセミナー｣で新店や既存店舗
での省エネ先進事例を共有化する取組みを進めました。
（５）全国の会員生協で自主行動計画に未参加の生協へ参加の呼びかけを行いました。
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＜参考：温暖化対策の実施状況＞
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＜参考：会員生協の省エネ店舗＞


